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業績ハイライト
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全社業績：決算ハイライト

全社

6,419億円 （BtoC +4.0%、BtoB +32.5%）

期初計画を大きく上回り、３回上方修正後、計画を達成。

BtoC atone BtoB NP掛け払い

前期比 +13.4%

399億円
前期比

+47.8% 2,482億円

前期比

+32.5%

GMV*1

全社

通期
GMV

通期
GMV

BtoC

原価抑制及び、延滞事務手数料の加算に
より、売上総利益が伸長。

NP後払い 他

76.2億円

前期比

+35.7%
通期

売上総利益

113億円（+51.0%）４Q（単） 18.7億（+32.4%）４Q（単） 681億（+35.7%）４Q（単）
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営業利益
前期比＋27.3億円

21.0億円
全社

*1 GMV：当社グループ決済サービスの流通取引総額

第２四半期に稼働した大型新規店及び、
利用促進キャンペーンなどの施策が奏功
し、GMVが拡大。

既存店の取引増加及び、第３四半期の大
型新規店稼働により、高成長を継続。



（百万円）

FY25/3 通期 通期業績予想*5

実績 前期比増減率 通期予想 達成率

GMV（non-GAAP）*1 641,950 +13.4% 635,294 101.0%

営業収益 23,032 +10.5% 23,281 98.9%

売上総利益（non-GAAP） *2 10,483 +34.5% 10,300 101.8%

販売管理費（non-GAAP）*3 8,907 +0.6% 8,850 100.7%

営業利益 2,103 黒字転換 2,000 105.2%

税引前利益 2,139 黒字転換 1,900 112.6%

親会社に帰属する当期利益 1,350 黒字転換 1,100 122.7%

1株当たり当期利益 13.86円 黒字転換 11.31円 122.5%

EBITDA（non-GAAP）*4 3,747 +261.3% 3,600 104.1%

*1 GMV：当社グループ決済サービスの流通取引総額
*2 売上総利益：営業収益ー（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他営業収益＋その他決済に係る費用）
*3 販売管理費：営業費用ー（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他営業費用＋その他決済に係る費用）
*4 EBITDA：営業利益＋（減価償却費・償却費＋株式報酬費用＋固定資産除却損＋減損損失－減損損失戻入益）
*5 2025年2月14日 決算短信および決算説明会資料より

営業利益は上方修正の20億円をさらに上回り、21億円に着地。EBITDAは+261.3%。

大型加盟店の伸長、電子請求書の利用率増加により、営業収益は99%達成に。

全社業績：業績サマリー
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| 通期業績サマリー



通期の全社GMVは前期比+13.4%。

atone+47.8%、NP掛け払い+32.5%と成長を牽引。

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

FY24/3

1Q 2Q 3Q 4Q

FY22/3 FY23/3

1Q

GMV（四半期 推移）

● BtoC atone*1 ● BtoC NP後払い他*2 ● BtoB NP掛け払い*3

（億円）
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FY25/3

3Q2Q 4Q

通期実績
（前期比）

atone

+47.8%

NP後払い他

+0.6%

NP掛け払い

+32.5%

前期比

＋13.4%

5,659億円（FY24/3）

6,419億円（FY25/3）

*1 当社グループが提供するatoneを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額
*2 当社グループが提供するNP後払い、NP後払いair、およびAFTEEの各サービスを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額
*3 当社グループが提供するNP掛け払いを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額



BtoCで150億円、BtoBで608億円のGMV加算により、

全社GMVは前期比+13.4％の6,419億円。

GMV（通期 加算額）

（億円）

5,659億円

FY24/3 FY25/3

6,419億円

+129億円 +21億円

大型新規店稼働及び
利用促進キャンペー
ンなどの施策で取引
が増加し、前期比
+47.8%。
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前期比

＋13.4%

BtoC +150億円 BtoB +608億円

概ね計画通り着地。
前年比+0.6%。

既存加盟店の伸長及
び第３四半期に稼働
した大型新規店が成
長を牽引し、前期比
+32.5%。



FY23/3 FY24/3

5,317 5,620

392
368

1,722
1,805

FY25/3

7,624

485

2,373

NP後払いにおける原価抑制、延滞事務手数料が寄与し、

全社売上総利益は前期比+34.5%。

営業収益・売上総利益

FY23/3 FY24/3

15,202
15,763

1,198

1,416

2,929

3,664

● BtoC atone

● BtoB NP掛け払い

● BtoC NP後払い他

● BtoC atone

● BtoB NP掛け払い

● BtoC NP後払い他

| 営業収益 （百万円） | 売上総利益 （百万円）

FY25/3

16,576

1,864

4,591

19,330

20,844

23,032

7,433
7,795

10,483
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前期比

＋10.5%

前期比

＋34.5%



375
779

436

400

サービス別業績_BtoC atone

利用促進キャンペーンなどの施策が奏功し、GMVが+51.0%と大きく成長。

| GMV （億円） | 営業収益 （百万円） | 売上総利益 （百万円）

47
60

113

52
56

55

62
71

75

271
327

482

314
307

304

343
363

381

110
74

85

99
108

73

100
91

103

270億円211億円 1,416百万円1,198百万円 368百万円392百万円
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前年同期比

＋51.0%

前年同期比

＋43.5%

80
411 11991

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q

458

545

調整後
営業
収益*1

132

*2

183

*1 調整後営業収益：キャンペーン実施に伴う営業収益の減額分を、営業収益に足し戻した金額
*2 調整後売上総利益：キャンペーン実施に伴う売上総利益の減額分を、売上総利益に足し戻した金額

前年同期比

-16.9%

4Q

113

399億円

512

*1

549

1,864百万円

4Q

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

147

148

調整後
売上総
利益*2

485百万円



サービス別業績_BtoC NP後払い他

延滞事務手数料と、未払いコントロールを含む原価抑制で、売上総利益は+32.4%。

841
872

841

835
901

831

864
934

843

3,644
3,992

4,052

3,630
4,116

3,809

3,919
4,120

3,730

1,293
1,270

1,870

1,337
1,472

1,214

1,304
1,632

1,412

3,515億円3,409億円 15,763百万円15,202百万円 5,620百万円5,317百万円
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| GMV （億円） | 営業収益 （百万円） | 売上総利益
（百万円）

前年同期比

＋32.4%

3,790 1,602
858 4,212 1,994

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

882
955

3,537億円

4,520

16,576百万円

2,155

7,624百万円



サービス別業績_BtoB NP掛け払い

既存店の取引増加及び第３四半期の大型新規店稼働により、

GMVは+30%台成長を継続。

298

375

681

368 451
426 494

502

555 669
853

1,220

702
778

779

894
957

958

429
462

687

400
456

436

471
471

400

1,873億円1,369億円 3,664百万円2,929百万円 1,805百万円1,722百万円
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| GMV （億円） | 営業収益 （百万円） | 売上総利益 （百万円）
前年同期比

＋35.7%

579
1,052 534

327 1,095 519

前年同期比

＋71.5%

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

FY24/3FY23/3 FY25/3

3Q1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 4Q 3Q1Q 2Q 4Q

666

2,482億円

1,223

4,591百万円

632

2,373百万円



予定通り下期追加マーケティング投資を行い、対GMV比率が一時的に1.48%に。

販売管理費（四半期推移）
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■ 販管費 ■ GMV比率

（百万円）

FY23/3 FY24/3 FY25/3

前年同期比

-0.04p

1Q

1.62%

1,918

2Q

1.62%

1,973

3Q

1.63%

2,163

4Q

1.73%

2,177

1Q

1.68%

2,278

2Q

1.63%

2,243

3Q

1.45%

2,170

1.37%

2Q

2,121

4Q

1.52%

2,159

1Q

1.43%

2,137

1.48%

4Q

2,423

1.28%

3Q

2,224



販売管理費（項目別 四半期推移）

予定通り下期追加マーケティング投資を行い、一時的にS&M費用が増加。

*1 セールス & マーケティング：セールス・マーケティングに関わる、人件費・アウトソース費・運営関連費・マーケティング費等
*2 テック & ディベロップメント：システム開発・与信関連業務等に関わる、人件費・アウトソース費・運営関連費等
*3 その他：上記*1、*2以外の販売管理費（バックオフィスに関わる人件費・アウトソース費、および各サービスサポートデスクのアウトソース費等）

FY22/3 FY24/3

■ Sales &Marketing （■ 内 広告宣伝費 ）*1

■ Tech & Development*2

■ Others*3

（百万円）

1Q

589

820

160

2,278

868

4Q

566

759

190

2,177

850

3Q

514

721

281

2,163

927

2Q

504

712

181

1,973

755

1Q

525

695

160

1,918

697

4Q

496

625

247

1,925

803

3Q

476

595

114

1,654

582

2Q

460

589

62

1,559

508

1Q

477

595

55

1,548

475

FY23/3

3Q

547

862

136

2,170

760

2Q

573

826

176

2,243

842

1Q

541

883

116

2,137

712

13

4Q

542

851

161

2,159

766

FY25/3

3Q

577

929

124

2,224

717

2Q

537

877

120

2,121

706

4Q

580

910

294

2,423

932



販売管理費（対GMV比率推移）

*1 セールス & マーケティング：セールス・マーケティングに関わる、人件費・アウトソース費・運営関連費・マーケティング費等
*2 テック & ディベロップメント：システム開発・与信関連業務等に関わる、人件費・アウトソース費・運営関連費等
*3 その他：上記*1、*2以外の販売管理費（バックオフィスに関わる人件費・アウトソース費、および各サービスサポートデスクのアウトソース費等）

| Sales & Marketing*1 | Tech & Development*2 | Others*3（％） （％） （％）

下期追加マーケティング投資により、一時的にS&Mの対GMV比率が増加。

今後は再度、例年の水準に戻し、オペレーティング・レバレッジが効く構造を継続。

1Q 2Q 3Q 4Q

FY23/3

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY25/3FY24/3

3Q2Q 4Q
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1Q 2Q 3Q 4Q

FY23/3

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY25/3FY24/3

3Q2Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

FY23/3

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

FY25/3FY24/3

3Q2Q 4Q



26/3期業績予想
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業績予想_26/3期 業績予想サマリー

GMVは+15.6%の7,420億円、営業利益は+23.6%の26億円を計画。

GMVをしっかり成長させ、利益も確実に増やしていく。

16

*1 GMV：当社グループ決済サービスの流通取引総額
*2 売上総利益：営業収益ー（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他営業収益＋その他決済に係る費用）
*3 EBITDA：営業利益＋（減価償却費・償却費＋株式報酬費用＋固定資産除却損＋減損損失－減損損失戻入益）

（百万円）

26年3月期 業績予想 （参考）
25年3月期

実績上期 下期 通期 FY25/3対比

GMV（non-GAAP）*1 353,000 389,000 742,000 +15.6％ 641,950

営業収益 12,270 13,140 25,410 +10.3％ 23,032

売上総利益（non-GAAP）*2 5,470 5,920 11,390 +8.6％ 10,483

営業利益 1,080 1,520 2,600 +23.6% 2,103

税引前利益 1,020 1,420 2,440 +14.1% 2,139

親会社の所有者に帰属する当期利益 600 840 1,440 +6.7% 1,350

1株当たり当期利益 6.04円 8.46円 14.50円 +4.6％ 13.86円

EBITDA（non-GAAP）*3 1,910 2,390 4,300 +14.7% 3,747

| 業績予想



業績予想_サービス別GMV

全社GMVは+15.6%の二けた成長を継続。

atoneは+40%台、BtoBは+30％台の高成長を見込む。
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（億円）

● BtoC atone*1

● BtoC NP後払い他*2

● BtoB NP掛け払い*3

上期 下期 上期 下期

FY25/3（実績） FY26/3（予想）

6,419 億円

7,420 億円

1,741

1,135

171

3,047

1,796

1,347

227

3,371

1,750

1,530

250

3,530

1,860

1,710

320

3,890

前年比

＋15.6%

*1 当社グループが提供するatoneを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額
*2 当社グループが提供するNP後払い、NP後払いair、およびAFTEEの各サービスを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額
*3 当社グループが提供するNP掛け払いを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額



販売管理費は+5.3%の93.8億円。GMV成長に対しては緩やか。

販管費は引き続き伸び率を抑制し、利益を最大化する。

業績予想_販売管理費の内訳

*1 セールス & マーケティング：セールス・マーケティングに関わる、人件費・アウトソース費・運営関連費・マーケティング費等
*2 テック & ディベロップメント：システム開発・与信関連業務等に関わる、人件費・アウトソース費・運営関連費等
*3 その他：上記*1、*2以外の販売管理費（バックオフィスに関わる人件費・アウトソース費、および各サービスのサポートデスクのアウトソース費等） 18

| 販管費の内訳

セールス&マーケティング ＋172百万円（+5.6%）

・事業成長に伴う増加

詳細

（百万円）

FY25/3

2,278

3,583

3,045

8,907

FY26/3（予想）

2,208
(▲3.1%)

3,955
(+10.4%

)

3,217
(+5.6%)

9,380
(+5.3%)

■ S&M（セールス & マーケティング） *1

■ T＆D（テック & ディベロップメント） *2

■ Others（その他） *3

テック & ディベロップメント ＋372百万円（+10.4%）

・事業成長に伴う運用費（サーバー等）の増加

・新たな機能提供に伴うソフトウェア資産の償却費増加

その他 ▲70百万円 (▲3.1%)

・運用の最適化



株主還元の方針
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株主還元に関しては、将来的に利益の積み上げ具合を勘案して検討していく所存。

自己株取得

配当

成長を支える安定した財務基盤を

確立した後、自己株取得あるいは

配当といった還元策を実施する。

株主還元

開発投資

マーケティング投資

中長期の継続的な成長に向けて機

能拡張やマーケティング施策の投

資を実施する。

成長投資
キャッシュフローの創出が可能な体制に

なったため、成長投資とのバランスを見

ながら、適切なタイミングで株主還元を

行えるよう検討を進める。

利益の積み上げ

事業拡大によるキャッシュ創出



当社は国内に閉じた決済サービスを提供しており、関税の直接的な影響はない。

米国の関税リスクについて

20

購入者/
購入企業

販売元
（加盟店）

注文

商品/サービス

内需取引の決済サービス

国内消費者、企業 例：食料品、化粧品
アパレル、サービス

※台湾・ベトナムにおける事業も、それぞれの国内で完結しています。



経営TOPICS
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ECプラットフォームへの新規連携

atone・NP後払いairそれぞれで、ターゲット市場の開拓が順調。

atoneは、ECプラットフォームへの連携を進め、EC事業者による導入を後押し。

BtoC：新規稼働店・新規プラットフォーム連携

22

新規稼働加盟店

NP後払い他

（NP後払いair）

幅広く生活を支える「総合設備業」

atone

デジタルコンテンツの

配信・販売を行う総合サイト
国内トップシェアを誇る

EC構築プラットフォーム

サブスク/定期通販型

ECプラットフォーム

OMO/オムニチャネル対応型総合

ECプラットフォーム

EC構築

パッケージソフト

D2C・定期購入・単品リピート通販

向けプラットフォーム
EC構築システム

システム連携済みのため、これらのプラットフォームを利用しているEC事業者は、

コストも時間もかけずにatoneをすぐ導入可能。

導入障壁が低いため、多くのEC事業者に広がり、GMVの成長を期待できる

atone



BtoB：新規稼働店と今後のニーズ

23

労働人口減少という構造的な問題や働き方改革などの

潮流により、これまで当然のように自社で行ってきた

請求書発行・回収・督促などの業務や債権回収が、企

業にとって益々負担となる。

今後の労働環境における課題

当社BtoB事業が拡大

少額かつ請求先が多い大手企業に
抜群のコストパフォーマンス。
このような業務のある他企業へ

水平展開していく。

NP掛け払いがインディードリクルートパートナーズのサービスに導入。

5月14日プレスリリース。



中期経営方針

24



３ヵ年 事業計画

（FY26/3～FY28/3）

25



28/3期のGMV１兆円超、営業利益40億円を計画。

3ヵ年の営業利益CAGR（年平均成長率）は25%。

3カ年財務ポリシー（GMV×営業利益）

中長期目標

GMV 

10,500〜10,800億円

(CAGR16%～19%)

中期計画

（3年後：2028/3期）

2028/03
(予想)

2027/03
(予想)

2026/03
(予想)

2025/03

40億円

32億円

26億円

21億円

10,500~
10,800

8,700~
8,900

7,420

6,419

約２兆円

100億円

営業利益100億円

中長期目標

■■ GMV

営業利益

営業利益40億円

(CAGR25%)

（億円）

26

GMV 約２兆円

営業利益

CAGR

25%



BtoCはNP後払いを安定収益事業としつつ、atoneのCAGR 50～55％を計画。

BtoBはCAGR 25～30%により、圧倒的なNO1ポジションを築く。

ポートフォリオ（サービス別GMV成長率・GMV構成比率）

| 事業別のGMV成長率推移 | 28/3期の構成比イメージ（25/3期比較）

2025/03 2028/03
(E)

2027/03
(E)

2026/03
(E)

3,537

2,482

399

● BtoC atone*1 ● BtoB NP掛け払い*2

● BtoC NP後払い他*3

CAGR
50〜55%

CAGR
25〜30%

● BtoC atone*1 ● BtoB NP掛け払い*2

● BtoC NP後払い他*3

2025/03

2028/03
(E)

55.1% 38.7% 6.2%

50-55% 13-15%

6,419

10,500 ~ 
10,800

3,610

3,240

570

7,420

8,700 ~ 
8,900

35-40%

27

（億円）

*1 当社グループが提供するatoneを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額
*2 当社グループが提供するNP掛け払いを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額
*3 当社グループが提供するNP後払い、NP後払いair、およびAFTEEの各サービスを通じて決済される金額（消費税を含む）の合計額



オペレーティング・レバレッジが効く構造を引き続き維持する。

GMVの積み上がりに対して、販管費は微増に留めて、一層の利益を生み出していく。

販管費ポリシー

| 販管費率(GMV対比)の推移イメージ

総額のコントロール
販管費総額は、年間5億円程度の増加を基本方針としつ

つ、利益計画の進捗状況に応じて随時調整を行う。

セールス&マーケティング
業務と取引の拡大に伴い、人件費や業務委託費は増加

するが、いずれもGMV成長に対しては緩やか。

マーケティング費用の投下は、成長に資する施策を中

心に、規律を持って行う。

テック & ディベロップメント
極端に開発費を投じる施策は想定していない。

保守・運用費用はGMV成長に対して緩やかに増加。

販管費の方針

2025/03 2028/03
(予想)

2027/03
(予想)

2026/03
(予想)

約1.4%

約1.0%

■ GMV ■販管費 販管費率
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成長戦略

29



NP後払いは確立した利益創出体制を維持・継続させる。

NP掛け払いは連続的な大型加盟店獲得、その先はatoneの本格的な拡大を狙う。

成長戦略の全体像

30

FY28/3（予測）FY26/3（予測） FY27/3（予測）FY25/3

与信改善/

延滞事務手数料加算開始

認知度の向上と

パイプライン生成

加盟店と会員の獲得を

企図した施策を実施

大手企業からの受注を本格的に狙い、GMV成長を続ける

70万社を超える買い手向けの金融サービスも強化する

利益創出体制を維持・継続

大型加盟店獲得を進めるマーケティング施策

ユーザー基盤の拡大機能とサービスの充実 使えるお店の拡充

通販各社の自社後払いからの切り替えも継続的に狙う

新規施策を準備中（32ページご参照）

3ヵ年計画には当該新規施策の効果を織り込まず



BtoB NP掛け払い 成長戦略

31
*1 中小企業の支払手形・買掛金の総額50兆円（中小企業庁：令和元年中小企業実態基本調査（平成30年度末決算実績）） × 年間回転数3.6回（365日÷中小企業約束手形平均支払いサイト
101.1日（中小企業庁：約束手形をはじめとする支払条件の改善に向けた検討会 報告書））

請求件数少ない 膨大

マーケットが存在しない

マーケットが存在しない

（今後も事業者が自社回収）

債権保証

請求代行

中程度以上

ほぼ無い

低い

十分低い

債
権
の
回
収
リ
ス
ク

回収リスクも含めて請求関連業務を

一気通貫で扱える当社の強みを生かせる領域

圧倒的な実績をもとにNo.1のプレゼンスを確立しつつあり、

本格的に大手企業からの受注獲得目指す

回収リスクは低いながらも少額・大量の請求関連業務は膨大な規模。

いまだに当該業務を自社で行っている企業は多いので、これらを巻き取っていく。

多い

市場規模*1

180兆円



BtoC atone 成長戦略（3ヵ年計画には織り込んでいない）

32

今年度中頃にatoneプラスを正式リリース。

その後、atoneが使えるお店を拡充させ、ユーザー基盤を拡大する方針。

ユーザー基盤の拡大機能とサービスの充実 使えるお店の拡充

atoneプラスの利用促進と

atone shopsの

送客力向上

NP後払い加盟店への

atone開放

atoneプラスを

正式リリース

・NP後払いユーザーや既存

atone会員にatoneプラス

の利用を促す

・送客の場としてatone

shopsを充実させる

NP後払い加盟店の多くで

atoneを利用可能にする
・月額手数料なし

・1.5%ポイント付与（EC利用時）

・分割払いの利用可能

FY26/3中頃 FY27/3中頃

atoneプラスの商品設計概要

atoneを使える加盟店を

一気に拡充

FY28/3（予測）FY26/3（予測） FY27/3（予測）

収益性を確認しつつ、徐々に進めていく方針



Appendix

● 財務３表等

● 企業概要

● BtoC 事業（atone、NP後払い他）

● BtoB 事業（NP掛け払い）

● メールでの情報配信のご案内
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Appendix

財務３表等
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*1 GMV：当社グループ決済サービスの流通取引総額
*2 請求関連費用：回収手数料＋請求書発行手数料。主に請求１件当たりに発生する費用
*3 貸倒関連費用：貸倒引当金繰入＋貸倒損失＋債権売却損。主に請求金額に対して割合で発生する費用
*4 その他決済に係る費用：与信費用、NPポイント費用等、その他決済の提供に必要な費用
*5 売上総利益：営業収益ー（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他営業収益＋その他決済に係る費用）
*6 販売管理費及びその他営業費用：営業費用－（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他決済に係る費用）
*7 EBITDA：営業利益＋（減価償却費・償却費＋株式報酬費用＋固定資産除却損＋減損損失－減損損失戻入益）

主要業績数値

前第４四半期 当第４四半期 増減率 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

GMV（non-GAAP）*1 142,107 163,658 15.2 565,987 641,950 13.4

BtoCサービス_NP後払い他 84,345 84,113 △0.3 351,547 353,716 0.6

BtoCサービス_atone 7,549 11,397 51.0 27,040 39,966 47.8

BtoBサービス 50,212 68,147 35.7 187,399 248,267 32.5

営業収益 5,071 5,755 13.5 20,844 23,032 10.5

BtoCサービス_NP後払い他 3,730 4,052 8.6 15,763 16,576 5.2

BtoCサービス_atone 381 482 26.3 1,416 1,864 31.6

BtoBサービス 958 1,220 27.3 3,664 4,591 25.3

－その他営業収益 152 163 6.8 531 593 11.8

売上収益 4,918 5,592 13.7 20,313 22,438 10.5

－請求関連費用（non-GAAP）*2 1,978 1,989 0.6 8,326 8,036 △3.5

－貸倒関連費用（non-GAAP）*3 925 829 △10.4 3,781 3,478 △8.0

－その他決済に係る費用（non-GAAP）*4 98 129 32.3 410 440 7.3

売上総利益（non-GAAP）*5 1,916 2,643 37.9 7,795 10,483 34.5

BtoCサービス_NP後払い他 1,412 1,870 32.4 5,620 7,624 35.7

BtoCサービス_atone 103 85 △16.9 368 485 31.6

BtoBサービス 400 687 71.5 1,805 2,373 31.4

－販売管理費及びその他営業費用（non-GAAP）*6 2,237 2,478 10.7 8,954 8,973 0.2

営業損益 △168 328 – △627 2,103 －

＋減価償却費・償却費 422 419 4.4 1,577 1,629 3.3

＋株式報酬費用 3 1 △38.6 9 5 △44.0

＋固定資産除却損 15 2 △3.38 28 8 △70.8

＋減損損失 48 － － 48 － △100.0

－減損損失戻入益 － － － － － －

EBITDA（non-GAAP）*7 322 752 10.4 1,037 3,747 261.3
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BS実績値

前連結会計年度

（2024年3月31日）

当連結会計年度

（2025年３月31日）

前連結会計年度

（2024年3月31日）

当連結会計年度

（2025年３月31日）

資産 負債及び資本

現金及び現金同等物 10,810 17,039 営業債務及びその他の債務 32,226 38,940

営業債権及びその他の債権 29,238 32,810 短期借入金 3,431 4,766

営業貸付金 ー 180 リース負債 101 262

棚卸資産 11 28 その他の金融負債 6 9

その他の流動資産 637 481 未払法人所得税等 298 780

流動資産合計 40,698 50,540 引当金 57 33

有形固定資産 354 686 従業員給付に係る負債 564 556

のれん 11,608 11,608 その他の流動負債 688 899

その他の無形資産 4,671 4,886 流動負債合計 37,374 46,249

その他の金融資産 898 958 長期借入金 4,974 4,984

繰延税金資産 1,784 1,884 リース負債 35 270

その他の非流動資産 262 282 引当金 113 112

非流動資産合計 19,580 20,307 非流動負債合計 5,123 5,368

資産合計 60,279 70,848 負債合計 42,498 51,618

資本金 4,134 4,213

資本剰余金 14,196 14,275

利益剰余金 △805 544

その他の資本の構成要素 178 136

親会社の所有者に帰属する持分合計 17,704 19,169

非支配持分 76 60

資本合計 17,780 19,229

負債及び資本合計 60,279 70,848

（単位：百万円 ）
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PL実績値

前連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

売上収益 20,313 22,438

その他の収益 531 593

営業収益合計 20,844 23,032

営業費用 △21,472 △20,929

営業利益又は損失（△） △627 2,103

金融収益 1 129

金融費用 △194 △93

税引前利益又は損失（△） △820 2,139

法人所得税費用 △30 △801

当期利益又は損失（△） △851 1,337

当期利益又は損失（△）の帰属

親会社の所有者 △828 1,350

非支配持分 △22 △12

当期利益又は損失（△） △851 1,337

１株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益又は損失（△）（円） △8.55 13.86

希薄化後１株当たり当期利益又は損失（△）（円） △8.55 13.73

（単位：百万円 ）
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CF実績値

前連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

当連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益又は損失（△） △820 2,139

減価償却費、償却費及び減損損失 1,626 1,629

株式報酬費用 9 5

金融収益及び金融費用 192 △35

引当金の増減額（△は減少） 57 △23

固定資産除却損 28 8

棚卸資産の増減額（△は増加） 9 △16

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △4,698 △3,572

営業貸付金の増減額（△は増加） ー △180

営業債務及びその他の債務の増減額 4,992 6,714

その他 187 356

小計 1,585 7,025

利息の受取額 1 11

利息の支払額 △35 △64

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払） 380 △406

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,931 6,567

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 ー

有形固定資産の取得による支出 △14 △63

無形資産の取得による支出 △1,726 △1,484

長期前払費用の取得による支出 ー △17

差入保証金の差入による支出 △4 △50

差入保証金の回収による収入 0 108

その他の金融資産の取得による支出 △15 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,760 △1,506

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 431 1,351

リース負債の返済による支出 △391 △294

株式の発行による収入 34 152

財務活動によるキャッシュ・フロー 75 1,209

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 246 6,229

現金及び現金同等物の期首残高 10,564 10,810

現金及び現金同等物の期末残高 10,810 17,039

（単位：百万円 ）
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■
4Q

■
3Q

■
2Q

■
1Q

*1 売上総利益：営業収益ー（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他営業収益＋その他決済に係る費用）

FY22/3 FY23/3 FY24/3

18,665
19,330

7,469 7,433

20,844

7,795

業績：営業収益・売上総利益（四半期推移）

FY25/3 FY22/3 FY23/3 FY24/3 FY25/3

39

| 営業収益 （百万円） | 売上総利益（non-GAAP）*1 （百万円）

4,604 4,586 5,173 5,254

4,609 4,647
5,156 5,767

4,978 5,202
5,442

4,473 4,893

5,071

1,888 1,833 1,806 2,257

1,909 1,837 1,876

2,647

2,028 2,037 2,195

1,641 1,724
1,916

6,255 2,935

5,755

23,032

2,643

10,483



資産合計：70,848百万円

負債合計：51,618百万円

資本合計：19,229百万円

営業債務

38,940百万円

営業債権・

営業債務の

四半期推移

営業債権及びその他の債権 *2

39,424百万円

（百万円）

バランスシート項目内訳（2025年３月期末時点）

請求書発行から14日間

回収サイト*1

加盟店は月１回・月２回か
らプランを選択

支払サイト*1

● 営業債務

● 営業債権及び
その他の債権

（貸倒引当金控除前）

差分

*1 NP後払いにおける事例
*2 営業債権及びその他の債権は貸倒引当金の控除前の数値を記載

低ワーキングキャピタルなバランスシート

一定の範囲で推移

FY
20/3
1Q

FY
20/3
2Q

FY
20/3
3Q

FY
20/3
4Q

FY
21/3
1Q

FY
21/3
2Q

FY
21/3
3Q

FY
21/3
4Q

FY
22/3
1Q

FY
22/3
2Q

FY
22/3
3Q

FY
22/3
4Q

FY
25/3
4Q

FY
23/3
1Q

FY
23/3
2Q

FY
23/3
3Q

FY
23/3
4Q

FY
24/3
1Q

FY
24/3
2Q

FY
24/3
3Q

40

営業債権、営業債務はそれぞれ短期でバランスしており、

足もと発生している金利上昇局面においても財務リスクは限定的。

FY
24/3
4Q

FY
25/3
1Q

FY
25/3
2Q

FY
25/3
3Q



Appendix

企業概要

41



当社グループは、「つぎのアタリマエをつくる」をミッションに、

事業と組織の両方で革新的な仕組みづくりを目指す。

企業理念

つぎのアタリマエをつくる

誰もが手にできる、なめらかな仕組みを普及させ、

つぎのアタリマエをつくります。

ひとの可能性をひらく

事業と組織を通じて新たな選択肢を届け、

一人ひとりの可能性を広げます。

本質を探り、変化し続ける

あらゆる角度から本質を探求し、

事業も組織も変化と挑戦を続けます。
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EC物販

BtoB

物販に留まらない幅広い展開

成長の軌跡

*1 15歳以上の人口１億1,060万人（総務省統計局人口統計2022年３月１日時点概算値）÷2022年３月期の年間ユニークユーザー数1,500万人により算出
*2 日本企業数約367万社（総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査結果」）÷2025年３月期の年間ユニーク購入企業74万社により算出
*3 2025年３月31日時点における会員数

FY03/32000 FY11/3 FY18/3 FY25/3FY16/3 FY22/3

上場
東京証券取引所

に上場

創業

EC物販むけ

BNPL

サービス特

化BNPL

EC全般・

実店舗BNPL

海外むけ

BNPL

企業間

決済サービス

7人に1人
がNP後払いを利用*1

5社に1社
がNP掛け払いを利用*2

160万人

がAFTEEを利用*3

FY25/3

GMV

6,419億円

43

国内後払い決済サービスのリーディングカンパニーとしてトップシェアを誇る。

台湾やベトナムなどの海外展開も進めている。



EC物販

EC非物販

実店舗

対面型
サービス

海外BtoC 市場規模 9.8兆円

市場規模 18.6兆円

市場規模 293兆円

市場規模 8.7兆円

市場規模 14.0兆円
業界トップシェアの
EC物販むけBNPL

スマホ型BNPLサービス。

EC物販・EC非物販はもちろん

アプリをダウンロードする

ことで実店舗でも利用可能。

住宅リフォーム・家事代行・

引越し・学習塾などのサービス

に特化したBNPL

海外むけにローカライズ

したBNPL

BtoB決済代行実績No.1*1の企業間決済サービス

国内BtoB 市場規模 180兆円

44

BtoC・BtoB・海外にサービスを広げるBNPLの総合プロバイダー。

事業内容：サービスラインナップと対象市場

*1 デロイト トーマツ ミック経済研究所株式会社 ミックITリポート 2024年11月号 BtoB決済代行サービス市場調査（https://mic-r.co.jp/micit/2024/）より、2023年度年間取扱高を参照。
出所：各種データを参考に一定の仮定のもとで当社分析により算出
経済産業省「キャッシュレス・ビジョン」(P70)、「日本のキャッシュレス決済比率、決済事業者及び国の開示の在り方について」(P21)
「商業動態統計（2020年）」GlobalData「Taiwan Cards and Payments - Opportunities and Risks to 2024」P26,30。「e-Conomy SEA 2022」など



*1 当社所定の審査を通過した取引が対象となります。審査通過後においても、当該取引に関して加盟店と購入者または購入企業の間に紛争が生じ、速やかに解決ができず、
又はそのおそれがあると当社が判断したときその他当社が提供するサービスの加盟店規約所定の事由がある取引は、対象外となります。

クレジットカードを使わずに、注文した後に支払いが可能。購入者/購入企業には安全で

便利かつお得な買い物を、加盟店には販売機会の拡大と業務負荷の削減という価値を提供。

提供価値

| サービススキーム | メリット

購入者

加盟店

先に商品受取 クレカ不要 ポイント獲得

売上アップ 新規顧客増
未回収リスク
からの解放

購入者／
購入企業

販売元

注文

商品／サービス

代金支払い
与信・請求
・債権回収

注文情報
の連携

立替払い*1

後払い決済の業務をすべて が代行
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成約サポート
手数料

（定額）

売上 原価*2/利益
(non-GAAP)

システム利用+
債権買取手数料
（GMV × 手数料率）

（GMV×
未払い率）

売上
総利益*3

(non-GAAP)  

未払いコスト

請求関連
費用

貸倒関連
費用

*1 GMV：当社グループ決済サービスの流通取引総額
*2 原価：貸倒関連費用、請求書発行手数料、収納代行費用および郵便料金等の請求を行う際に発生する費用
*3 売上総利益：営業収益ー（請求関連費用＋貸倒関連費用＋その他営業収益＋その他決済に係る費用）

企業価値の源泉となる収益構造

46

売上は主にGMV(non-GAAP)*1 に対するサービス料金として加盟店から受領。

原価*2の未払いコストによって売上総利益率が変動。

GMVが増えれば売上が増える 未払い率が下がれば利益が増える

請求費用

延滞事務
手数料

（定額）

督促費用
ほか



20年間にわたり蓄積した独自のデータを活用し、リスク判定が難しい取引に対しても

果敢に対応し、信用を与えながら低い未払い率を実現。

*1 NP後払い（air含む）における2025年3月期の取引登録件数のうち、NG件数を除いた割合（ユニークユーザーに限る）
*2 2025年3月31日時点
*3 各期のNP後払い（air含む）における取扱高のうち、18ヶ月を超えて未払いとなった取引額の割合（2024年３月期については、2025年３月末時点で未払いとなっている取引
額の割合（貸倒処理前のものを含む））
*4 各期のNP掛け払いにおける取扱高のうち、14ヶ月を超えて未払いとなった取引額の割合（2024年３月期については、2025年３月末時点で未払いとなっている取引額の割合
（債権売却前および貸倒処理前のものを含む））

強み・独自性

リスクの低い取引

リスク判定の
難しい取引

NG取引

与信通過率*1

95%

独自
取引データ*2

5.3億件

04/3 08/3 12/3 16/3 24/3

BtoC

BtoB

0.50%

0.46%

47

| 与信通過率 | 未払い率*3*4

20/3



導入後の継続率は高く、積み上がったGMVがそのまま利益に直結する構造。

48

稼働年度別のGMV積み上げ

FY18/3
取扱

FY20/3
取扱

FY21/3
取扱

FY22/3
取扱

FY23/3
取扱

FY24/3
取扱

FY19/3
取扱

（億円）

FY26/3 稼働（予測）7,420億

FY26/3
取扱

FY17/3 以前稼働

FY18/3 稼働

FY19/3 稼働

FY20/3 稼働

FY21/3 稼働

FY25/3 稼働

FY22/3 稼働

FY23/3 稼働損益分岐点

FY25/3
取扱

FY24/3 稼働



営業パイプライン状況は過去最大水準へ。

商談中及び受注案件が順調に成約及び稼働し、GMV成長に繋がっている。

業績予想＿営業パイプライン

49

| 検討中＋受注残

（億円）

FY24/3 2Q FY24/3 3Q FY24/3 4Q FY25/3 2QFY25/3 1QFY24/3 1Q

259
億円/月

FY25/3 3Q

138
億円/月

203
億円/月 191

億円/月

201
億円/月

271
億円/月

307
億円/月

311
億円/月

FY25/3 4Q



社員の成長機会・働きがいを重視し、成果を出せる組織づくりを実現。

組織に対する評価*1

50

|  社員による会社評価スコア

|  インターネット業界の総合評価ランキング（全5,710社）

|  総合評価ランキング（全182,212社）

総合

6位

業界

1位

総合評価

上位 1%

*1 転職・就職のための口コミ情報サイトOpenWorkより（2024年10月3日時点）

ボストン・コンサルティング・グループ合同会社

株式会社リクルートマネジメントソリューションズ

ベイン・アンド・カンパニー・ジャパン・インコーポレイテッド

マッキンゼー・アンド・カンパニー日本支社

日本アイ・ビー・エム システムズ・エンジニアリング株式会社

株式会社ネットプロテクションズ

株式会社Box Japan

株式会社ワンキャリア

グーグル合同会社

スカイライトコンサルティング株式会社

1位

2位

3位

4位

5位

6位

7位

8位

9位

10位

1位

2位

3位

4位

5位

株式会社ネットプロテクションズ

グーグル合同会社

株式会社フィードフォース

ナイル株式会社（インターネット・東京都品川区）

Facebook Japan合同会社（旧：Facebook Japan株式会社）

待遇面の満足度

4.3

20代成長環境

4.8

人事評価の適正感

4.1

法令遵守意識

4.5

人材の長期育成

3.9
社員の相互尊重

4.7

風通しの良さ

4.9

社員の士気

4.5

8項目
全てにおいて

高スコア



社員への投資を惜しまない“成長環境企業”の15社の中の1社として、当社が掲載される。

ユニークな風土などを含め、先進的な取り組み事例を紹介。

人の可能性に投資する企業

51

5月末

出版予定



日経ビジネス

2月17日号

ビジネスリーダーに読者の多い経済・経営情報誌「日経ビジネス」に

当社CEO柴田とFC今治オーナー岡田氏との対談を記事で展開。

組織のあり方に対する対談記事

52

企業価値を高め続けていくために不可欠な

若手世代の活躍について組織のあり方を語

り合った対談内容を掲載。

雑誌の紙面に合わせて日経ビジネス電子版

のWEB記事も同時展開。

https://special.nikkeibp.co.jp/atclh/ONB/2

5/netprotections0213/



ハーバードビジネススクール（HBS）のRamon Casadesus-Masanell教授の担当する

授業で当社の事例が取り上げられる。

ハーバードビジネススクール（HBS）のケーススタディに採用

53

Harvard Business PublishingのWEBサイトで

ケーススタディ資料として販売中

日本最大の後払い決済サービスの提供企業として、

様々なニーズに合わせた後払い決済サービスを複数

展開していった成長の過程が紹介されている。



Appendix

BtoC 事業（atone、NP後払い他）
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atoneの紹介

ECではワンクリックで、
実店舗ではアプリで

かんたん決済

支払い時期を

都度/月まとめ

から選べる

利用する度に

ポイントが貯まる！

1p=1円で使える

かんたん決済
選べる

支払いタイミング お得に使える 760万人の会員数

EC物販・EC非物販はもちろん、

実店舗でも利用可能

ホワイトラベル・OEMにも対応

（デジタル最適化）

1,300万PV/月の
キャンペーンポータル

55

ECはもちろん、実店舗でも利用可能な次世代BNPLサービス。



約110万店舗で利用可能。直接加盟店に加えて、Smart Code導入の実店舗やアプリ専用

カードでatoneアプリ内のショップでも利用可能。

atoneの利用可能店舗

*1：一部、ご利用できない店舗がございます。
*2：Amazon、Amazon.co.jpおよびそれらのロゴは、Amazon.com, Inc.またはその関連会社の商標です。 56

オンライン・ストア 実店舗*1

atone 利用可能店舗（一部抜粋）

モール コンビニ・スーパー ドラッグストア

飲食 日用品

エンタメ

アパレル・ビューティー

その他

*2



atone shops

ファッション

美容（コスメ）

ケア用品（コンタクト）

ショッピングモール

美容（カラコン）

デジタルコンテンツ

月間PV数：1300万PV

月間UU数：約45万人

お得な

キャンペーン

どんどん

貯まる

ポイント

57

「atone shops」は、ショップ・キャンペーン・ポイントの3つの情報を集約した

後払い決済サービスにおいて日本初のポータルサイト。



atone_ECプラットフォーム連携

58

atone連携プラットフォームを利用しているEC事業者は、すぐにatone導入が可能。

導入障壁が低くなるため、多くのEC事業者に広がり、GMVの成長を期待できる。

ECプラットフォーム

システム開発が不要になり、すぐにatoneを使える状態に。

導入障壁が
低くなる



NP後払いの紹介

年間ユニークユーザー数

1,500万人超*1

カード不要で
情報の漏えい・

不正利用の心配がない

複雑な手続きなしで

ワンクリックで利用可能

商品確認後、

好きな支払い手段で

簡単にお支払い

カード不要 会員登録不要 商品到着後に支払い

*1 2021年４月１日～2022年３月31日における「NP後払い」利用者のうち、氏名・電話番号の双方が一致する数

累計取引件数

4.4億件 突破

導入店舗数

20.3万店舗

59

７人に１人が利用する業界トップシェアの後払い決済サービス

会員登録やカード発行が不要のため、便利に買い物ができる。



NP後払いairの紹介

リフォーム・工事 修理・メンテナンス 家事代行 引っ越し レンタル 電気・ガス

ご利用業種例

事前に現金を準備して
おく必要がない

直接現金で取引することが

不安な方も後から請求書で

支払えるので安心

好きなタイミングで好きな

場所から簡単にお支払い

現金の準備が不要
現金の受け渡しが
ないので安心

いつでも好きな
場所で支払える 現金・債権管理

コストを大幅削減

回収業務ゼロ、

請求金額100％保証

専用端末不要、

現場ですぐ運用可能

導入支援で

スムーズな運用を実現

60

訪問型サービスを提供する事業者むけに特化した、

「未払いリスク保証型の集金代行サービス」



BtoCサービス比較

NP後払い
atone

つど後払い 翌月後払い

支払
タイミング

取引ごと
請求書発行から14日後までに支払い

取引ごと
請求から10日後までに支払い

まとめて翌月払い
毎月10日・20日・27日

請求形態 紙の請求書中心
（電子請求対応）

電子請求
（メール/SMS）

電子請求
（アプリ/メール/SMS）

支払方法
コンビニ・銀行・

郵便局
コンビニ・銀行 コンビニ・銀行・口座振替

会員登録 不要 不要 必要

ポイント あり
(0.5%/景品交換制)

あり
(0.5%/会員登録必要)

あり
（0.5%）

対象市場 EC物販 EC物販・EC非物販 EC物販・EC非物販・実店舗
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後払いを使う理由

利用の度に支払え、
使い過ぎ防止になる

カード情報の漏えいや
不正利用の心配がない

✔ カード情報入力
不要

✔ 自分で支払う必要があ
るので、知らずに引き
落とされることがない

商品の返品・交換や
キャンセルがしやすい

✔ 気が付かずに自動的に引き落とされること
がない

✔ 都度支払うので、
支払った実感がある

✔ キャッシュアウトが
見えるので予算管理が
しやすい

支払期限内の好きな
タイミングで支払える

✔ 代引きだと受け取り
時に現金を用意する
必要あり

✔ 給料日前にお金がなく
ても買える

資金管理 セキュリティ

✔ カードを取り出さな
くても買える

✔ スマホでも簡単

商品を見てから支払える

✔ 前払いでは商品が
届くか不安

✔ 返品・交換・キャン
セルも容易

カード不要・事前登録不要

✔ ワンクリックで購入

✔ 普段使わないサイトでの
購入が簡単

利便性

1

14日以内

2

3

4

5

6
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CAGR 12.6％

後払い決済サービス市場規模予測EC決済サービス市場規模予測

CAGR 14.0％

出典：株式会社矢野経済研究所「オンライン決済サービス市
場に関する調査（2025年）」（2025年3月27日発表）
※ 決済業務の代行業者であるオンライン決済サービスプロバ
イダーを経由して利用された決済処理金額（取扱高）ベース
※コード決済については、オンライン決済サービスプロバイ
ダーの取扱高のみを含む
※ 2024年度見込値、2025年度以降予測値

出典：株式会社矢野経済研究所「オンライン決済サービス市
場に関する調査（2025年）」（2025年3月27日発表）
※ 後払い決済サービス提供事業者の決済処理金額（取扱高）
ベース
※ 2024年度見込値、2025年度以降予測値
※ 後払い決済サービス市場は、オンライン決済サービス市場
の内数

*1 2025年３月31日時点におけるNP会員の内訳。
*2 【調査方法】NP会員向け当社インターネット調査【実施期間】2018年
12月28日～30日

【対象】全国の20代以上の男女1,738人 当社調べ

EC市場における後払い利用者は20～50代の女性が大半

主な利用者層と利用動機

ニーズは資金管理・セキュリティ・利便性*2

使いすぎ防止になる

好きなタイミングで支払える

ポイントがもらえてお得

カード情報の流出や不正利用が心配

定期通販の解約がしやすい

商品の返品交換やキャンセルがしやすい

カード情報の登録作業が面倒

資金管理

セキュリティ

利便性

今までの後払い決済サービスの主なユーザー層と市場の規模予測
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20～50代の女性を中心に「資金管理」「セキュリティ」「利便性」などの

ニーズで伸びてきた。

性別*1 年齢*1

女性
72%

男性
28%

20代
24.7%

30代
17.3%40代

18.6%

50代
20.2%

60代
10.9%

70代以上 4.1%

10歳未満 0.2%
10代 3.8%

2024年度
（見込み）

（億円） （億円）

2025年度
（予測）

2026年度
（予測）

2027年度
（予測）

2028年度
（予測）

2024年度
（見込み）

2025年度
（予測）

2026年度
（予測）

2027年度
（予測）

2028年度
（予測）



実店舗

スーパー

サービス導入事例（BtoC市場）

物販EC

ネット・スーパーTVショッピング 住宅設備機器 アパレルECモール

非物販EC・役務

ライブ配信 住宅管理サービス 住宅設備の修理・点検チケット（電子含む）

飲食 飲食 ドラッグストアコンビニ

電子コミック

*1 *1

*1 一部、ご利用できない店舗がございます。 64



Appendix

BtoB 事業（NP掛け払い）
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NP掛け払いの紹介

*1 デロイト トーマツ ミック経済研究所株式会社 ミックITリポート 2024年11月号 BtoB決済代行サービス市場調査（https://mic-r.co.jp/micit/2024/）より、2023年度年間取扱高を参照。

支払い遅延・未払い等

入金管理

代金回収請求書発行与信

督促

1
決済業務をすべて代行売り手 買い手

2
未回収リスク保証

問い合わせ対応

販 売 注 文

年間利用企業

約 74万社

BtoB決済代行実績

No.1*

加盟店の売上拡大・

業務負荷削減に貢献

個人事業主もOK
最短即時で与信

66

5社に1社が利用する企業間取引における

「決済」の業務とリスク保証を代行するサービス。



BtoB_事業内容：当社BtoBサービスが選ばれる理由

請求業務

与信 請求書発行 入金管理 督促 リスク保証

信用調査サービス 入金管理サービス ファクタリング

請求書発行代行サービス

会計システム

67

BtoB事業「NP掛け払い」は法人間のすべての請求業務（与信→請求書発行→入金管理→

督促→リスク保証）の課題をワンストップで解決できるBPOサービス。



BtoB_事業内容：当社BtoBサービスが選ばれる理由

68

導入

効果

加盟店
の
課題

決済業務に時間をとられ、
各部署が本業に集中できない

事業成長に伴い、決済業務
の負担増が予測される

中小企業や面識のない企業
への与信に不安を感じている

決済の選択肢を増やし、
手軽に顧客満足度を上げたい

決済業務まるごと
アウトソーシングによる

業務効率化

本来のコア業務に
集中

取引拡大による
売上貢献



2021年度 2022年度 2023年度

259,441

97,982

BtoB掛け払い市場は今後も拡大が見込まれる成長市場。

当社 NP掛け払いの市場シェアは70％を超えるNO1ポジション*1。

BtoB市場のポテンシャル

69

| BtoB掛け払いサービス市場規模推移と予測*1 | 掛け払い市場における当社BtoBの占有率推移*2

2023年度
（見込み）

2024年度
（予測）

2025年度
（予測）

2026年度
（予測）

2027年度
（予測）

2022年度2021年度

740,990

148,631

*1 株式会社矢野経済研究所「BtoB掛け払いサービス市場に関する調査（2024年）」（2024年07月01日発表）
注1.サービス提供事業者取扱高ベース
注2.2023年度は見込値、2024年度は予測値
*2 BtoB掛け払いサービス市場規模データ をもとに当社にて試算

（百万円）（百万円）

148,631

136,965 187,399

199,354

占有率

72%

占有率

66%

● BtoB NP掛け払い

● 他社



BtoB請求業務には様々が手間がかかる

約2人に1人が「与信審査」「貸し倒れ

や支払い遅延」に課題を感じている

発生した「支払い遅延」のうち

21.6％が回収できていない

営業担当者も連絡・交渉に手間を

取られている
31 2

*1 アメリカン・エキスプレス「2022年度 中小企業の企業間決済に関する調査」

決済業務における支払い遅延と回収の課題*1。

新規取引先の与信審査

（n=122）

取引先の倒産

（n=93）

売掛金の貸し倒れや
支払い遅延

（n=149）

既存取引先の与信管理

（n=109）

取引先の支払いサイト

（n=192）

54.1%

48.4%

45.0%

45.0%

43.2%

■ とても課題を感じている＋やや課題を感じている

■ あまり課題を感じていない＋全く課題を感じていない

自社へ支払い遅延発生経験者（n=113）
の回収率

回収
できていない

21.6%

回収できた

78.4%

営業担当者
が連絡し交渉

経理担当者
が連絡し交渉

書面で通知

その他部門の担当者
が連絡し交渉

外部の専門家に依頼

債権譲渡など第三者
から回収

自社へ支払い遅延発生経験者のうち
回収経験者（n=108）の回収要因

67.6%

38.0%

22.2%

13.9%

5.6%

3.7%

70



根強い請求書払いのご要望*1

大手企業の新規開拓・顧客の取りこぼしを防ぐためには請求書払いは必須

その背景として「これまでの習慣があるから」という意見が最も多くなっている。

支払いを受ける際の決済方法（n=547）※複数回答可

支払いをする際の決済方法（n=556）※複数回答可

銀行振込

手形・小切手

現金

口座振替

クレジットカード決済

その他
キャッシュレス決済

89.4%

30.3%

23.6%

17.6%

6.2%

3.3%

銀行振込

現金

口座振替

手形・小切手

クレジットカード決済

その他
キャッシュレス決済

94.1%

41.7%

41.0%

38.8%

19.6%

2.7%

これまでの
習慣がある
から

支払いや改
修手段の切
替が面倒だ
から

セキュリテ
ィ上安全だ
と思うから

最も効率的
だと思うか
ら

ミスを防ぐ
ことができ
るから

取引先から
指定がある
から

手数長や利
用料等の費
用が安いか
ら

銀行振込 57.4 13.9 21.0 22.5 6.1 17.2 5.3

口座振替 52.3 11.9 15.3 20.4 6.8 14.0 7.2

現金 66.5 10.5 8.5 4.8 2.0 14.5 8.9

手形・小切手 62.2 13.0 7.7 4.9 3.3 22.0 1.0

クレジットカード
決済 42.9 12.6 14.3 22.7 8.4 8.4 1.7

その他キャッシュ
レス決済 52.0 8.0 28.0 20.0 8.0 8.0 8.0

各決済方法を利用する理由

■ 銀行振込（n=524）■ 口座振替（n=235）■ 現金（n=248）

■ 手形・小切手（N=246）■ クレジットカード決済（n=119）

■ その他キャッシュレス決済（n=25）

71*1 アメリカン・エキスプレス「2022年度 中小企業の企業間決済に関する調査」



サービス導入事例（BtoB市場）

卸

食品酒 美容 包装資材建材

ベンチャー

バックオフィス HR マーケティング マーケットプレイスシェアリングエコノミー

大手

72



Appendix

メールでの情報配信のご案内
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IRから以下のような情報をメールで配信しております。

● 説明会・セミナー開催のご案内

● IRサイトへの決算資料掲載のご案内

● ニュースリリースのご案内

メールでの情報配信のご案内

受信をご希望の方は、下記リンクあるいは右のQRコード

よりご登録をお願いします。

https://www.magicalir.net/7383/mail/
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ディスクレーマー
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● 本資料及び本資料にて提供される情報は企業情報等の提供のために作成されたものであり、国
内外を問わず、当社の発行する株式その他有価証券の勧誘を構成するものではありません。

● 本資料及び本資料にて提供される情報は、いわゆる「見通し情報」（Forward-looking 
Statements)を含みます。

● これらは現在における見込、予測及びリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれら
の記述とは異なる結果を招きうる不確実性を含んでおります。

● それらリスクや不確実性には、一般的な業界並びに市場の状況、金利、通貨為替変動といった
一般的な国内及び国際的な経済状況が含まれます。

● 今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合であっても、当社は、本資料に含まれる「見
通し情報」の更新・修正を行う義務を負うものではありません。


